予算要求資料
平成29年度9月補正予算  　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名　公益財団法人ソフトピアジャパン補助金


　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　商工労働部　産業技術課　ＩＴものづくり係　電話番号：058-272-1111（内　3051）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額：　2,629千円（現計予算額：222,899千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産
収 入
	寄附金
	その他
	県 債
	一 般

財 源

	現　計
予算額
	222,899
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	216,899

	補　正

要求額
	2,629
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,629

	決定額
	2,629
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,629


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・公益財団法人ソフトピアジャパン（以下、「財団」という。）は、平成６年の設立以来、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成に寄与することを目的に、情報産業の高度化や産業の情報化などに取り組んでいる。
・ＩｏＴ導入・活用による県内中小企業の生産性向上を支援するニーズが一層高まっていることから、こうした分野に専門的知見を有する職員を新たに採用する。
　
（２）事業内容

　情報産業の高度化、産業の情報化及び地域の情報化を推進するため、財団が行う事業に要する経費に対し、補助金を交付する。
９月補正において職員採用にかかる人件費不足分の補正を行う。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、県
　　が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業を実施するのに要する費用であり、県がこれに必要な経費を負担する。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の補正要求額積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	人件費
	2,629
	ソフトピアジャパン職員の人件費補助

	合計
	2,629
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　岐阜県長期構想

　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

　　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　・中部圏のIT人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する。

　　　　　・企業のIT投資を促進する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	公益財団法人ソフトピアジャパン補助金

	補助事業者（団体）
	公益財団法人ソフトピアジャパン

	補助事業の概要
	（目的）
平成６年の設立以来、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成に寄与することを目的に、情報産業の高度化や産業の情報化などに取り組む。

（内容）
　情報産業の高度化、産業の情報化及び地域の情報化を推進するため、財団が行う以下の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

１　新サービス創出事業

２　人材育成事業

３　産業高度化支援事業

４　ＩＴものづくり等推進支援事業

５　スマートものづくり推進事業

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（１００％）

	補助効果
	岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、県が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業を実施する。

	終期の設定
	終期２９年度

（理由）県内産業の競争力強化のため今後も継続


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

岐阜県の情報産業の高度化や産業の情報化等を推進し、県民の豊かなくらしを実現する情報化社会の形成を目指す。

　　＜岐阜県長期構想＞
　　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした地域づくり

　　　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　・中部圏のIT人材育成・供給拠点であるソフトピアジャパンの活用を促進する。

　　　　　・企業のIT投資を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H29年度末)
	目標

(終期)

	①ソフトピアジャパン企業進出数
	-
	１６０
	１８７


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

	補助金交付実績
	205,847千円
	204,285千円
	190,971千円
	197,884千円
	(予算額)

225,528千円

	指標①目標
	187
	187
	187
	187
	187

	指標①実績
	152
	150
	149
	143
	(推計値)

160

	指標①達成率
	81％
	80％
	80％
	76.4％
	(推計値)
86％


（前年度の成果）

	１　新サービス創出事業

（１）新サービス創出拠点事業
新サービス・新商品の創出のステップになる他分野と情報企業間の連携やＩＴ関連技術者間の情報交換・交流の場を提供、さらには、新しい技術に関するセミナー等を関係機関とも連携して開催することにより、情報企業を中心に県内企業の新サービス創出の支援となった。介護分野では、ソフトピアジャパン進出企業と美濃加茂市社会福祉協議会のマッチングによる「介護ヘルパー支援システム」の実証実験を行った。
（２）産学官連携による共同開発支援事業
産学官連携による共同開発事業では3テーマで試作品を製作した。県内企業とIAMASとの連携ができ、制作した試作品や実証実験等により企業の事業展開が促進された。観光関連事業を実施する企業が西濃地区の自治体との連携が始まり、国による地方創生事業へ拡大するなど今後の展開に結びついた。

デジタルファブリケーション機器を利用できる“ものづくり空間　Fab-Core”は、レーザーカッター等の利用も増え、相談対応により県内企業の商品開発に貢献した。
この事業を通じて開発されたNFC拡張アタッチメントの活用方法を紹介するセミナーや開発体験イベント（ハンズオン）を開催した。
２　人材育成事業
（１）ＩＴ人材育成事業
ITマネジメント改善塾は、ソフトピアジャパン進出企業等から14名が受講し、仕事の見える化、業務の効率化・改善、自律的な開発チームへの形成等に取り組み、業務の共有化、コミュニケーションの向上など成果を得ることができた。
また、アプリ開発サマーキャンプ及びクリエイティブキャンプを行うとともに、岐阜サマーサイエンススクールを共催、支援し、次世代を担う人材育成に寄与することができた。
IT技術者育成研修は、スマートフォン・アプリ開発、ホームページ制作、デザイン関連、ビジネス・スキル等の計26講座で、169名が受講し、情報産業・情報関連部門の人材育成に寄与することができた。
３　産業高度化事業
（１）中小企業情報化支援事業

商工会議所と連携し、経営に効果的なITの活用策等を周知するセミナーを19回開催した。また、中小企業からの経営課題に係る相談に対し訪問支援等を行うIT経営相談対応を411回実施した。これらの事業により、県内中小企業のIT活用の啓発や経営課題解決、企業の競争力向上に寄与した。
また、地域支援機関向けの勉強会を4回開催し、支援機関職員の同行を伴うIT経営相談に関する企業訪問を182回実施したことで、支援機関職員のIT経営への理解とITサービス活用のスキルが向上したため、より地域に密着した支援体制が整った。

（２）ソフトピアジャパン企業支援事業
ソフトピアジャパン・エリア企業の人材確保を支援するため、学生を対象にIT業界研究セミナーを開催したほか、経営上の問題を抱えるベンチャー企業への専門家による無料相談、販路の拡大を目指す企業への展示会出展補助金、ソフトピアジャパン・エリア内外との情報交流事業連携の促進、企業活動に関する情報提供などを実施することにより、ソフトピアジャパン入居・進出企業を総合的に支援し、ソフトピアジャパン・エリア企業の競争力強化の促進が図られた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域に根差した産業の利益拡大と地域雇用の創出を図るため、引き続き情報産業の振興と産業の情報化に向けた取り組みが必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	暮らしよい岐阜県の実現に向け、情報産業の高度化、産業の情報化等を引き続き推進する。岐阜県版成長・雇用戦略の一環である産学官連携による共同開発事業等を強化し、新サービス・新商品の実質的な創出に取り組むことで成長産業育成を行う。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	人材育成や企業支援効果により、ソフトピアジャパン全体の入居率も向上し、賑わいがみられるようになった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	毎年度経費の削減・事業内容の見直しを行っている。


（事業の見直し検討）

	中小企業・小規模事業者等の人材育成や人材獲得を支援し、地域支援機関とも連携した企業支援を通じて引き続き県内産業の情報化と情報産業の振興を図る。

また、成長雇用戦略に沿った産学官連携による共同開発事業等を強化し、新サービス・新商品の実質的な創出に取り組む。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）
岐阜県が推進するソフトピアジャパンプロジェクトの中核機能として、県が設立した公益財団法人ソフトピアジャパンがその設立目的たる事業を継続して実施する。事業内容については、達成状況や社会情勢等を踏まえて、その後の方針を検討する。


